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１ 計画の策定にあたって 

（１）計画策定の趣旨 

配偶者等1からの暴力2（以下「ＤＶ」＊という。）は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害で

あり、被害者のみならず養護する子どもにも心理的外傷を与えるなど、深刻な影響を及ぼします。

ＤＶは、外部からの発見が困難な家庭の中で行われることが多いため、特徴として潜在化しやす

く、加害者に罪の意識が薄い傾向にあります。 

ＤＶ被害者の多くは女性であり、女性に対する暴力の背景には、男女の社会的地位や経済力の

格差、固定的な性別役割分担意識など社会的・構造的な問題があります。こうした状況にあるな

かで、女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し男女平等実現の妨げとなっ

ています。また、一方で、今後は性的少数者3のＤＶ被害も懸念されるところです。 

本市では、このような状況をなくすために、平成１８年３月に出雲市男女共同参画のまちづく

り行動計画を策定し、各種講座・研修等男女共同参画に関する啓発事業に力を入れてきました。

その一方で、ＤＶ対策の取組を強化するため、平成２１年３月に「出雲市ＤＶ（配偶者からの暴

力）対策基本計画」を策定しました。その後改定を重ね、平成２９年３月には「第３次出雲市ＤＶ

（配偶者等からの暴力）対策基本計画」を策定し、関係機関と連携を図りながら、ＤＶ防止の啓発

と被害者の相談支援等に取り組んできました。 

しかし、依然として配偶者等からの暴力による被害は後を絶たず、深刻な社会問題となってい

ます。さらに近年、複合的な問題を抱えていることにより一人では解決できず、寄り添った支援

が必要なＤＶ被害者が増えているなど、新たな課題が浮き彫りになってきています。このたび、

第３次計画が令和３年度で終了することから、引き続き配偶者等からの暴力防止と被害者の自立

支援等に総合的に取り組むため、「第４次出雲市ＤＶ（配偶者等からの暴力）対策基本計画」を策

定します。 

 

 

 

* ＤＶとは？･･･配偶者や恋人等親密な関係にある、または、あった者から振るわれる暴力。本計画では「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」第 1 条第 1 項に定める「配偶者からの暴力」

を「ＤＶ」（domestic violence（ドメスティック・バイオレンス）の略称。）と定義します。 

1 配偶者等･･･婚姻の届出をしていない「事実婚」や元配偶者、生活の本拠を共にする交際相手及び元交際

相手を含みます。男性、女性の別を問いません。 

2 暴力･･･身体に対する暴力又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動を指します。殴る、蹴ると 

いった身体的暴力のほか、精神的、性的、経済的、社会的暴力等さまざまな形態があります。 

3 性的少数者･･･性的少数者の総称として、同性愛の Lesbian(レズビアン)と Gay(ゲイ)、両性愛の

Bisexual(バイセクシュアル)、心と体の性が一致しないTransgender(トランスジェンダー)、姓自認や性

的指向が定まっていない、もしくは意図的に定めていない Questioning(クエスチョニング)または

Queer(クィア)の頭文字をつなげ、他にも様々なセクシュアリティ（人間の性のあり方）があることを示

す“＋”(プラス)を組み合わせた「LGBT」や「LGBTQ+」が、用いられることもあります。 
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（２）計画の位置付け 

この計画は「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平成１３年法律第 

３１号）（以下「ＤＶ防止法」という。）第２条の３第３項に基づき、出雲市男女共同参画のまちづ

くり条例及び出雲市男女共同参画のまちづくり行動計画、その他関連する計画との整合性や、県

及び関係機関との連携を図り、市のＤＶ対策の基本的方向と施策を示すものです。 

また、「出雲市総合振興計画」との整合を図ります。 

（３）計画期間 

計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。ただし、計画期間内であって

も、ＤＶ防止法や基本方針の見直し等があった場合、必要に応じて見直すこととします。 
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２ ＤＶ対策の現状 

（１）国における取組 

国においては、平成１３年４月にＤＶの防止及び被害者の保護を図ることを目的としたＤＶ防

止法が制定されました。これにより、ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であると明

確に位置づけられ、保護命令4の制度や、都道府県の配偶者暴力相談支援センターによる相談や一

時保護等の業務が開始されました。 

平成１６年には、ＤＶの定義の拡大、保護命令制度の拡充、ＤＶの防止及び被害者の保護のた

めの施策に関する基本的な方針の策定及び都道府県におけるＤＶの防止及び被害者の保護のため

の施策の実施に関する基本計画の策定等が盛り込まれ、同年１２月２日に施行されました。 

平成１９年７月には、市町村における基本計画の策定努力及び配偶者暴力相談支援センターの

設置努力、保護命令制度の拡充等が盛り込まれ、平成２０年１月１１日に施行されました。 

平成２５年６月には、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生

活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力及びその被害者についてもこの

法律が準用され、平成２６年１月３日に施行されました。 

令和元年６月には、児童虐待防止対策及びＤＶ被害者の保護対策の強化を図るため、児童虐待

と密接な関連があるとされるＤＶ被害者の適切な保護が行われるよう、相互に連携・協力すべき

機関として児童相談所を法文上明確化するとともに、その保護の対象である被害者にその同伴す

る家族も含めることとする法改正が行われました。 

この法改正と「女性活躍加速のための重点方針5２０１９」を踏まえて、ＤＶ防止法第２条の２

の規定に基づいた「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基本的な

方針」の見直しが行われ、令和２年４月１日に施行されました。 

一方、令和２年１２月に策定された国の第５次男女共同参画基本計画では、女性に対するあら

ゆる暴力の根絶を図ることは、男女共同参画社会を形成していくうえで克服すべき重要な課題で

あり、国としての責務であるとしています。新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、外出自粛や

休業等による生活不安・ストレスからのＤＶや性暴力の増加・深刻化が懸念されていることから、

①「性犯罪・性暴力対策の強化の方針（令和２年 ６月１１日決定）」に基づき、令和２年度から

令和４年度を性犯罪・性暴力対策の集中強化期間として取組を推進すること、②ＤＶや性暴力の

被害者の相談支援体制強化、③生命（いのち）を大切にする、性暴力の加害者にならない、被害者

にならない、傍観者にならないことを教える教育「生命（いのち）の安全教育6」の充実を図るこ

ととされています。 

 

4 保護命令･･･地方裁判所が被害者からの申立てにより、身体に対する暴力や生命等に対する脅迫を受ける

恐れが大きいとき、加害者に対し発する命令。「接近禁止命令」と「退去命令」があり、加害者が保護命

令に違反すると刑事罰（1年以下の懲役又は100万円以下の罰金）に処せられます。 
5 女性活躍加速のための重点方針…女性の活躍を加速するために、「すべての女性が輝く社会づくり本部」

が毎年６月を目途に決定し、各府省の概算要求に反映を図っています。 
6 生命(いのち）の安全教育…令和2年6月11日に政府の「性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会

議」において決定された「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」の中で、「教育・啓発活動を通じた社会の

意識改革と暴力予防」の一環として推進することとされました。 
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（２）島根県における取組と現状 

県では、平成１７年７月に「島根県ＤＶ対策基本計画」を策定し、平成２０年３月には国の法

改正を踏まえ、「島根県ＤＶ対策基本計画（改定版）」を策定しました。その後改定を重ね、現在で

は、令和３年３月に策定された「島根県ＤＶ対策基本計画（第４次改定版）」に基づき、ＤＶ対策

に関する各種取組がなされています。 

ＤＶ相談については、松江市・大田市の２箇所に設置された県女性相談センター（配偶者暴力

相談支援センター7）と、各児童相談所（中央児童相談所を除く。）の女性相談窓口において対応す

るほか、警察本部の警察相談センターや各警察署で行われています。 

県女性相談センター及び各女性相談窓口が令和２年度に受けた相談件数は３，９８３件であり、

そのうちＤＶ相談は５８２件でした。これまでのＤＶ相談件数では平成１８年度の８５１件を最

高に、平成１９年度以降はやや減少傾向にあるものの毎年５００件前後で推移しています。 

 

  

 

7 配偶者暴力相談支援センター･･･ＤＶ防止法第3条に基づき、都道府県の婦人相談所その他の適切な施設

において、①相談又は相談機関の紹介 ②カウンセリング ③被害者・同伴者の緊急時における安全の確

保及び一時保護 ④被害者の自立支援・保護命令・居住させ保護する施設の利用についての情報提供・助

言・関係機関との連絡調整・その他の援助が行われています。 

＊県女性相談センター及び児童相談所等、県の女性相談窓口での受付件数（島根県女性相談センター調査） 
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また、平成２７年３月には、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターとして、

県女性相談センター内に性暴力被害者支援センター「たんぽぽ」が設置されました。 

被害者の意思に基づき、緊急に保護を必要とする場合には、県女性相談センターが被害者及び

同伴する家族の一時保護を行い、傷ついた心身や健康状態等を回復させるためのケア等必要な支

援が行われています。県の一時保護所での保護のほか、民間シェルターや社会福祉施設への一時

保護委託等により対応されています。こうしたＤＶによる一時保護件数は、令和２年度は１７件

ありました。 

さらに、一時保護したＤＶ被害者等が経済的に自立し安定した生活が営めるよう支援するため、

「ＤＶ被害者等自立支援金貸付制度8」を活用し、関係機関と連携しながら、就業の促進、住宅の

確保等の支援を行うとともに、継続して保護や支援が必要な被害者に対しては、母子生活支援施

設等への入所も促しています。 

  

 

8 ＤＶ被害者等自立支援金貸付制度･･･平成 20 年度に創設。生活資金・住宅借上資金として上限 30 万円

貸し付ける制度で、無利子、無担保、保証人不要となっています。 
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３ 出雲市におけるＤＶの現状と第３次計画の総括 

（１）出雲市におけるＤＶの現状 

全国の配偶者暴力相談支援センターで受けたＤＶ相談件数は、もともと増加傾向にありました

が、新型コロナウイルス感染拡大で外出自粛を迫られた影響などで急拡大し、令和２年度には約

１９万件（令和元年度：約１２万件）となりました。また、県女性相談センター及び各児童相談

所の女性相談窓口で受けたＤＶ相談件数は、年間５００件前後で推移していますが、やや増加傾

向にあります。 

一方で、本市の相談窓口で受けた相談件数は、平成２９年度の３，２７２件を最高に減少傾向

にあります。しかしながら、相談実人数は年間４２０人前後で、また、ＤＶ相談件数も５８０件

前後で推移しており、決して相談件数が減っているとは言い切れない現状があります。 

  

（平成21～30年度までの数値は、市の「女性相談センター」と「ＤＶワンストップ窓口」における相談件数を合計した数値です。） 
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（２）市民のＤＶに関する意識 

本市では、市民の男女共同参画に関する意識や考えを把握し、今後の男女共同参画のまちづくり

をより総合的・効果的に推進するための基礎資料とするため、令和２年１０月に「男女共同参画

に関する市民意識調査」を実施しました。（無作為抽出２，０００人発送 回答１，０３０人 回

答率５１．５％） 

ＤＶという言葉について、８３．１％の人が言葉も内容も知っていますが、言葉だけ聞いたこと

がある人（１１.０％）と言葉も内容も知らない人（４．５％）が１６．５％あり、前回平成２８

年の調査の１５．７％と大きな変化はなく、認知度の向上は図られていませんでした。 

今回新たにデートＤＶについても同様の質問を行ったところ、４３．５％の人が言葉も内容も知

っていますが、言葉だけ聞いたことがある人（１９．８％）と言葉も内容も知らない人（３５．０％）

が５４．８％あり、半数以上に認知されていませんでした。 
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30.5%

1.7%

1.7%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

「デートＤＶ」という言葉をご存知ですか

言葉も内容も知っている

言葉は聞いたことがある

が、内容までは知らない

言葉も内容も知らない

無回答
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また、ＤＶの被害経験について、男性の４．８％、女性の１１．６％が、「直接経験したことが

ある」と回答しています。前回調査では、男性は４．３％、女性は１１．０％で、４年前と大きく

変わりはありませんでしたが、デートＤＶについて、男性の１．３％、女性の４．０％が、「直接

経験したことがある」と回答していることから、交際段階ですでに被害に遭っている実態が明ら

かになりました。 

このことから、ＤＶに合わせデートＤＶについても、言葉も内容もさらに周知が進むよう引き続

き啓発を行い、また、相談先についても周知を行っていく必要があります。 

 

 

 

8.5%

4.8%

11.6%

23.6%

20.2%

26.4%

66.0%

72.4%

60.7%

1.8%

2.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

「ドメスティック・バイオレンス」被害の経験等がありますか（R2）

直接経験したことがある

直接経験したことはないが、

自分のまわりに経験した（し

ている）人がいる

直接経験したことはなく、自

分のまわりにも経験した（し

ている）人はいない

無回答

8.0%

4.3%

11.0%

22.7%

23.1%

22.4%

62.6%

64.9%

60.8%

6.7%

7.7%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

「ドメスティック・バイオレンス」被害の経験等がありますか（H28）

直接経験したことがある

直接経験したことはないが、

自分のまわりに経験した（し

ている）人がいる

直接経験したことはなく、自

分のまわりにも経験した（し

ている）人はいない

無回答

2.8%

1.3%

4.0%

8.8%

9.1%

8.6%

85.2%

86.1%

84.5%

3.1%

3.5%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

「デートＤＶ」被害の経験等がありますか（R2）

直接経験したことがある

直接経験したことはないが、

自分のまわりに経験した（し

ている）人がいる

直接経験したことはなく、自

分のまわりにも経験した（し

ている）人はいない

無回答
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「女性（男性）に対する暴力などをなくすために、市がどのようなことを行えばいいと思います

か」の設問には、相談窓口の充実（７５．４％）、暴力の再発を防ぐための警察との連携強化   

（４１．６％）、相談担当者の資質向上（３３．０％）という回答が多くあり、引き続き相談体制

の充実や警察など関係機関との連携強化に努めていく必要があります。 

相談体制については、近年の若年層における交際相手からの暴力(デートＤＶ)の問題や、困難な

問題を抱える相談者が増加している状況に鑑み、今後相談窓口体制のあり方について検討してい

きます。 

また、相談担当者の資質向上については、専門研修の実施や、臨床心理士等からのアドバイスを

受けるなど、積極的な研鑽に努めます。 

さらに、警察など関係機関との連携強化により、多方面から被害者支援を行い、被害者の自立を

支援します。 

  

75.4%

32.3%

33.0%

28.1%

28.5%

12.7%

41.6%

12.3%

3.0%

0.5%

1.4%

72.2%

28.3%

33.5%

30.2%

27.4%

15.0%

43.7%

11.7%

3.0%

1.1%

1.7%

78.0%

35.7%

32.6%

26.2%

29.6%

10.9%

39.8%

12.9%

3.0%

1.1%

10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

被害者が安心して相談できる窓口の充実

被害者のための保護施設整備の働きかけ

被害者の相談にあたる担当者の資質向上

被害者の支援をする市民団体、

関係機関などの連携強化

学校や家庭における男女平等や

性についての教育の充実

人権の尊重等についての啓発活動の充実

暴力の再発を防ぐために積極的な

取り締まりを促すなど警察との連携強化

被害者を地域で支援する仕組みづくり

その他

特に対策の必要はない

無回答

女性（男性）に対する暴力をなくすために、出雲市が

どのようなことを行えば良いと思いますか

全体 男性 女性
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（３）第３次計画の総括 

第４次計画の策定にあたり、平成２９年に策定された第３次計画について、基本目標ごとの取り

組みと成果について検証します。 

〇総括 

基本目標Ⅰ ＤＶ防止に向けた予防・啓発 

目標項目 
計画策定時の 

現状値 

計画の 

数値目標 

令和 2年度の 

数値 達成率 

ＤＶ防止研修会 

参加人数(年間) 374人 400人 356人 
89.0% 

（年平均105.6%） 

中学・高校デートＤ

Ｖ防止出前講座実施

回数(年間) 
10回 12回 11回 

91.7% 

（年平均87.5%） 

（目標値は、「出雲市男女共同参画のまちづくり行動計画」で掲げたものです。） 

〇取り組みと成果 

・ 広く市民に相談窓口の周知を図るため、啓発用リーフレットや相談窓口カードを作成し、

関係機関窓口やショッピングセンター等への配置を行いました。また、市ホームページや

広報いずも等の広報媒体や研修会等で広報啓発活動の拡大に努めました。他機関から市女

性相談窓口を紹介されて相談に来られる相談者も多くいることから、市女性相談窓口が周

知されていると考えます。 

・ 女性に対する暴力をなくす運動期間には、毎年、本庁舎では「ストップＤＶ」の懸垂幕の

設置を、ショッピングセンターではＤＶ防止啓発パネルの展示を行うことで、啓発活動を

行ってきました。また、令和２年度からは、国のパープル・ライトアップ運動に合わせ、

出雲日御碕灯台でライトアップを行いました。 

・ 若い世代のＤＶに対する正しい知識等の習得に向け、中学校、高等学校、専門学校等で 

「デートＤＶ防止出前講座」を行いました。また、令和２年度は、コロナ禍により開催が

できなかった学校があったことから、中学校３年生を対象にしたデートＤＶ防止チラシを

作成し、配布しました。若年層へのＤＶ防止に向けた啓発を積極的に行ってきた成果が、

１０代の５３．４％、２０代の２２．７％がＤＶ等の講習会を受講しているという結果に

つながりました。 

 

〇課題 

・ ＤＶが依然として減少しない状況が続いています。 

・ デートＤＶ防止出前講座については、カリキュラムの中に組み込むことで毎年受講する学

校が増えている反面、一度も受講歴のない学校もあります。「生命（いのち）の安全教育」

と合わせ、より一層強化と充実を図る必要があります。 
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基本目標Ⅱ ＤＶ被害者に配慮した相談の実施 

〇取り組みと成果 

・ 庁内各関係課との連携強化を図るため、平成３１年４月より市の「女性相談センター」と

「ＤＶワンストップ窓口」を統合。本庁舎内に「女性相談窓口」を設置し、女性支援相談

員３名体制で電話相談・面接相談を行いました。関係窓口への同行支援や各課との連携が

密になったことにより、相談者の心身の負担に配慮しながら、寄り添った支援ができまし

た。 

・ 聴覚障がい者や外国人住民からの相談に対応するため、関係課から通訳者の派遣を受け、

また、事前に打ち合わせ等を行うことで、スムーズに相談を行えるよう努めました。 

・ 臨床心理士による心の相談を行うことで、より良い支援につなぐとともに、相談者の心の

安定を図りました。また、臨床心理士によるスーパーバイズを取り入れることによって、

より良い支援と女性支援相談員の代理受傷9防止を図ることができました。 

 

〇課題 

・ 県関係機関とのより一層の連携強化が必要です。また、相談内容が複雑化していることか

ら、市の福祉総合相談10との連携についても検討する必要があります。 

・ 聴覚障がい者や外国人住民の母子支援を行う通訳者は、通常業務の中で代理受傷等に対す

 

9 代理受傷…犯罪や災害、事故、戦争などの悲惨な体験を負った人の話を聞いたり、現場を目撃すること

で、自らは体験していなくても、被害者と同様な外傷性ストレス反応を示す現象のことを言います。「二

次受傷」、「共感性疲労」、「外傷性逆転移」等と言われることもあります。 

10 福祉総合相談…複雑化・複合化した課題を抱える個人や世帯等について、関係機関が連携して課題の解

決を目指すために、相談支援コーディネーターを配置し、必要な関係部署間の調整を行います。 

6.7%

1.1%

3.1%

5.8%

3.4%

5.6%

1.7%

20.0%

3.4%

1.6%

1.2%

1.7%

0.5%

26.7%

18.2%

3.9%

6.4%

4.0%

4.2%

1.3%

46.7%

77.3%

90.6%

86.5%

89.8%

88.4%

94.1%

0.8%

1.1%

1.4%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以

上

ＤＶまたはデートＤＶについて講習会等の受講の有無

ドメスティック・バイオ

レンスに関する講座のみ

受講したことがある

デートＤＶに関する講座

のみ受講したことがある

両講座とも、受講したこ

とがある。

受講したことはない

無回答
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るセルフケアの研修等受ける機会がありますが、相談業務ではない外国人通訳者は研修等

受ける機会がなく、代理受傷等の負担が見られました。相談業務に対応できる通訳者の確

保を検討する必要があります。 

・ 相談者が抱える問題が複雑化しており、相談対応に多くの知識や経験を要することから、

女性支援相談員のより一層のスキルアップを図る必要があります。また、相談対応の質の

安定化を維持するために欠かせない女性支援相談員の育成には、一定の年月を要すること

から、統括する担当職員も含め、体制のあり方について検討する必要があります。 

・ 男性のＤＶ被害者の相談体制を構築する必要があります。しかしながら、女性被害者の割

合が圧倒的に多いこと、また、パートナーの関係にある男性と女性の双方から「ＤＶ被害

者である」と相談されることも多く、同じ相談窓口で両方の対応をすることは非常に困難

な面があります。そのため、男性のＤＶ被害相談は県が行っていることから、県の相談窓

口を紹介しています。 

 

基本目標Ⅲ ＤＶ被害者の自立支援 

〇取り組みと成果 

・ ＤＶ被害者が新しい生活をするにあたり、その実現に向けては多くの困難な問題があり、

被害者個人では解決できない場合が多く、被害者と継続的な相談を行うことで、被害者の

考えや気持ちを整理するとともに、問題解決策について情報提供等を行い、手続きに同行

するなど、寄り添った支援を行いました。 

・ ワンストップ機能11を活かし、関係各課や県等関係機関と連携することで、相談者と共に

自立に向けた支援策を考えることができました。 

・ 住宅確保対策として、市営住宅優先入居制度を活用したほか、関係課と連携し、緊急時の

対応も行いました。 

・ 女性弁護士による無料法律相談を行い、多くの相談者に利用され、支援の一助となりまし

た。また、法律相談が必要な相談者が非常に多いことから、隔月で行っていた法律相談を

令和２年度から毎月開催することにより、より多くの相談者に利用していただくことがで

きました。 

 

〇課題 

・ 障がい等のため、同行して手続き内容の要約等を行う必要がある相談者が増えており、よ

り丁寧な対応と切れ目のない支援が求められています。また、相談内容の複雑化により、

相談が長期にわたるケースが増えてきており、女性支援相談員等への負担が増しています。 

・ 支援が困難なケースや切れ目のない支援が必要なケースが増加していることから、女性支

援相談員等のさらなるスキルアップと関係機関とのより一層の連携強化が必要です。 

 

11 ワンストップ機能･･･担当課等が連携し、一か所で必要な申請手続き等を行うことができるサービス。

DV被害者等が、二次被害（窓口職員等からの被害者に対する不適切な対応や、繰り返し被害体験を話

さなければならないことで、被害者がさらに傷つくこと）に遭うことを防ぐことができます。 
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・ マイナンバーカードの活用等、電子化により利便性の向上を図る制度改正が進みますが、

それに対応したＤＶ被害者の個人情報の管理については、適切な対応が求められます。今

後も制度や電子化の仕組みについて、常に最新の情報を取り入れ、対応していく必要があ

ります。 

 

基本目標Ⅳ 推進体制の整備 

〇取り組みと成果 

・ ＤＶ対策庁内連絡会を中心に推進体制の整備を進めた結果、関係課間の連携が強化され、

スムーズな支援につなげることができました。 

・ 相談マニュアルの見直しを、毎年行いました。 

・ 男女共同参画職場推進員研修等を活用し、市職員に対してＤＶに対する共通認識を図りま

した。また、ＤＶ対策庁内連絡会構成課のＤＶ対策担当者を中心に、ＤＶ対応に対する専

門研修を毎年行い、被害者への支援についてスキルアップを行いました。 

 

〇課題 

・ コロナ禍により、県主催の「出雲圏域女性に対する暴力対策関係機関連絡会」等が中止に

なり、外部関係機関との連携体制が図りにくい状況がありました。 

・ ＤＶ対策庁内連絡会を通じ、ＤＶに対する共通認識をより一層高め、早期発見、早期支援

につなげる必要があります。 
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４ 計画の基本方針 

（１） 計画の基本的な考え方 

この計画は、出雲市男女共同参画のまちづくり条例第３条に規定している「人権尊

重」と「男女間の暴力根絶」を基本理念とし、ＤＶ対策としての市の施策の方向性を明

示し、具体的なＤＶ防止やＤＶ被害者の支援に着実につなげていくものです。 

そのためには、継続した取組を行うことが最も重要であり、引き続きＤＶの予防・啓

発や相談業務、被害者の自立支援などに取り組みます。この計画期間においては、特に、

「若年層へのＤＶ防止に向けた啓発」と「相談支援体制の強化」について重点的に取り

組みます。 

（２） 基本目標 

ＤＶ防止とＤＶ被害者への適切な支援に引き続き取り組むため、基本目標は、前計

画の考え方を継承し次のとおりとします。 

Ⅰ ＤＶ防止に向けた予防・啓発 

Ⅱ ＤＶ被害者に配慮した相談の実施 

Ⅲ ＤＶ被害者の自立支援 

Ⅳ 推進体制の整備 

（３） 施策の方向 

若年層へのＤＶ防止に向けた啓発では、ＤＶの加害者にも被害者にもならないよう

予防教育の徹底を図るため、デートＤＶ防止出前講座を積極的に開催します。また、生

命（いのち）の安全教育が推進されたことから、学校で取り組みやすくするための、性

教育や人権教育とあわせた教材の開発等を検討する必要があります。さらに、若年層に

対し、配偶者や交際相手からの暴力の問題について考える機会を積極的に提供するため

に、ＳＮＳ等の電子媒体を活用した若年層に届きやすい啓発活動のあり方を検討します。 

 

相談支援体制の強化については、多様な困難を抱える女性等の相談に対応するため、

継続的かつきめ細やかな対応が求められることから、女性支援相談員のより一層のスキ

ルアップと、関係機関とのさらなる連携強化のため、相談マニュアル12の更新や関係職

員への研修、事例研究の機会を設けるなどの取組を行います。また、相談員等被害者の

支援に直接かかわる職員については、その職務の特性から職務遂行の課程で「代理受傷」

や「バーンアウト（燃え尽き）状態」等心身の健康が損なわれることが危惧されるため、

研修や専門家からの助言、指導等を行います。 

 

12 相談マニュアル･･･市及び関係機関の窓口職員、相談員向けのＤＶ被害者支援の手引書。 
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（４） 施策の体系 

《基本目標》   《施策の方向》  《具体的な取組》 

      

     ① 支援団体への研修事業の

推進 

② 市民への普及啓発事業の

推進 

Ⅰ ＤＶ防止に向けた 

予防・啓発 

  (1) ＤＶ防止に関する

研修・啓発の充実    

     

      

    

 

① 学校等での教育の充実 

② 「出雲市デートＤＶ防止

出前講座」の普及促進 

   (2) 若年層への予防・

啓発の充実    

    

      

Ⅱ ＤＶ被害者に配慮 

した相談の実施 

  
(1) 相談体制の充実  

① 女性相談窓口の機能強化

と充実   

      

    

 

① 県女性相談センター及び

警察との連携 

② その他の関係機関との

連携 

   (2) 関係機関との連携

強化    

    

      

   (3) 相談担当者の資質

向上  
① 研修等の実施・参加 

② 相談担当者への支援    

      

    

 

① 被害者の立場に立った自

立支援 

② 就業の支援 

③ 住宅の支援 

④ 被害者が同伴する子ども

に関する対応 

    

Ⅲ ＤＶ被害者の自立 

支援 

  (1) 自立支援の対応の 

充実   

    

    

      

     ① 全庁的な取組の推進 

② 庁内連絡会の実施 

③ 市職員研修の実施 

④ 苦情処理の対応 

Ⅳ 推進体制の整備 
  (1) 市における体制の

整備    

     

      

    

 

① 県主催の連絡会構成機関

との連携 

② ＤＶ関係支援者研修会の

開催 

   (2) 関係機関との連携の

推進    

    

      

   (3) 支援団体等との連携

の推進  
① 市、関係機関、支援団体と

の連携推進    
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５ ＤＶ対策に係る施策の展開 

 

基本目標Ⅰ ＤＶ防止に向けた予防・啓発 
 

これまでＤＶは「家庭内のこと」「個人の問題」と見過ごされてきました。しかし、ＤＶは重大

な人権侵害であるとの認識のもと、社会全体で解決すべき問題です。 

ＤＶのない社会を実現するためには、市民一人ひとりがＤＶに関する正しい理解を深め、ＤＶ

を根絶する社会的気運を醸成していくことが必要です。 

そこで、市は、地域や団体等において継続的な啓発と各種研修を行うことにより、固定的性別

役割分担意識などの社会的性差の解消を図り、男女共同参画社会の形成につなげていきます。 

各種研修については、ＤＶに関する基本事項に加え、性的少数者への偏見や児童虐待、セク  

シュアル・ハラスメント等の人権侵害に関する広範な視点で実施し、幅広い年代層への啓発活動に

努めます。また、外国人住民に対しては、ＤＶ相談窓口の周知など、インターネット等を利用し、

多言語での情報発信に努めます。さらに、近年は若年層における交際相手からの暴力（デート  

ＤＶ）が問題となっています。若年層がＤＶの加害者や被害者とならないよう、早めのＤＶ予防の

啓発が必要です。 

 

施策の方向 具体的な取組 所 管 

(1) ＤＶ防止に関す

る研修・啓発の

充実 

①支援団体13への研修事業の推進 

ＤＶ被害者を早期に支援するため、地域や職場、教

育現場での研修を計画的に実施します。 

 

・各種支援団体研修 

・コミュニティセンター職員研修 

・教職員、保育所職員研修  

・児童クラブの職員への研修 

 

②市民への普及啓発事業の推進 

ＤＶに関する知識に加え、性的少数者への偏見や児

童虐待、セクシュアル・ハラスメント等の人権侵害に

関連する広範な視点で、各種広報活動や研修講座を開

催します。 

市民活動支援課 

政策企画課 

文化国際室 

自治振興課 

人権同和政策課 

子ども政策課 

保育幼稚園課 

教育政策課 

学校教育課 

児童生徒支援課 

 

13 支援団体･･･市社会福祉協議会、医療機関、民生委員児童委員協議会、保護司会、更生保護女性会、人

権擁護委員会等、ＤＶ防止や被害者支援に関係する民間団体等を指します。 



- 18 - 

○ あらゆる広報媒体を活用した啓発 

・ 「広報いずも」「くすのきプラーザ通信」等各種広

報での啓発 

・ 外国語表示したパンフレット･手引書等の市役所内

配置とインターネット等を利用した情報発信 

・ 公共施設や商業施設等の女性トイレへのＤＶ相談

啓発カード等の配置 

 

○ 支援団体が主体となった啓発事業の推進 

・ 地域、教育団体等への出前講座14等の働きかけ 

（自治協会、保護者会、ＰＴＡ、国際交流団体ほか） 

 

○ 女性に対する暴力をなくす運動期間15中での集中的

な啓発 

・ 研修会の開催、ＤＶ防止啓発パネル及び懸垂幕の掲

示、街頭啓発、パープル・ライトアップの実施 

(2) 若年層への予

防・啓発の充実 

①学校等での教育の充実 

県等と連携を図りながら、市内の中学校、高等学校、

専門学校等へデートＤＶ防止の啓発を行い、若年層へ

のＤＶ防止意識の醸成を図ります。 

また、「生命（いのち）の安全教育」とあわせた教材

の開発や、若年層に届きやすい電子媒体を用いた啓発

活動の在り方ついて検討します。 

市民活動支援課 

児童生徒支援課 

②「出雲市デートＤＶ防止出前講座」の普及促進 

若年層がＤＶの加害者や被害者とならないために、主

に市内の中学校、高等学校、専門学校等に対し、引き

続き「出雲市デートＤＶ防止出前講座」を積極的に実

施します。また、講座を通し、生徒に向けた性的少数

者に関する理解の普及にも努めます。 

 

・「出雲市デートＤＶ防止出前講座」の実施校拡大 

 

  

 

14 出前講座･･･市男女共同参画センターが行う研修・啓発講座で、主催する団体の要請を受け講師等を派

遣（出前）するものです。 

15 女性に対する暴力をなくす運動期間･･･国では、毎年１１月１２日から１１月２５日（女性に対する暴

力撤廃国際日）までの２週間を女性に対する暴力をなくす運動期間とし、国をはじめ、各地方公共団体

ではＤＶ防止啓発等さまざまな活動が展開されています。 
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基本目標Ⅱ ＤＶ被害者に配慮した相談の実施 
 

市では、市民に身近な相談窓口としての「女性相談センター」と「女性のための総合窓口   

（ＤＶワンストップ窓口）」を設置して対応して参りましたが、平成３１年４月より窓口を統合し、

市役所内にワンストップ機能を有した「女性相談窓口」を設置して、専任の女性支援相談員３名

体制で、さまざまな相談に対応しています。 

相談実人数が年間４２０人前後で推移し、相談内容も複雑多岐にわたっていることから、より

一層の相談支援体制の強化を図り、被害者に寄り添った継続的な支援を展開していきます。 

ＤＶ相談に伴う子どもや高齢者・障がい者・精神疾患等、福祉・医療に関連する相談には、関

係課・機関と連携し、適切な対応に努めます。 

また、被害者の迅速かつ適切な支援のためには、配偶者暴力相談支援センターである県女性相

談センターや警察等との連携が不可欠であることから、更なる連携の強化に努めていきます。 

一方、相談を受けた相談担当者の代理受傷を回避するため、資質の向上とともに通訳者等を含

む相談担当者への支援の充実を図ります。 

男性のＤＶ被害者に対する相談体制のあり方については、引き続き検討して参ります。 

なお、今後市民の多様な相談に対応していくため、各種相談窓口を一元化していくことも検討

する必要があります。 

 

施策の方向 具体的な取組 所 管 

(1) 相談体制の充

実 

①女性相談窓口の機能強化と充実 

ワンストップ機能を有した相談窓口を市役所内に引

き続き設置します。そこでは相談業務を行うととも

に、市の各相談窓口、県女性相談窓口、警察署、教育、

福祉、医療等関係機関や施設の相談窓口と連携・調整

を図ります。 

また、女性相談窓口の機能を充実させることにより、

市民が相談しやすい体制を整えます。 

 

・専任の相談員の複数名配置 

・被害者の負担軽減と諸手続きの円滑化を目的とし

た相談者への庁内同行支援 

・複数課に関わるケースへの対応、庁内各関係窓口

及び県女性相談窓口や警察署など関係機関との連

携・調整 

・より安全安心な相談窓口の設置 

・女性弁護士による法律相談の実施 

・女性臨床心理士による心の相談の実施 

・ＳＮＳ等の電子媒体を用いた相談ツールの検討 

市民活動支援課 
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(2) 関係機関との

連携強化 

①県女性相談センター及び警察との連携 

対応困難な場合や一時保護が必要な場合、緊急度の

高い場合は、県女性相談センターや出雲児童相談所、

警察と密接な連携を図ります。 

また、暴力の再発防止に向けて、警察との積極的な連

携に努めます。 

市民活動支援課 

政策企画課 

文化国際室 

福祉推進課 

子ども政策課 

保育幼稚園課 

高齢者福祉課 

医療介護連携課 

健康増進課 

児童生徒支援課 

②その他の関係機関との連携 

子どもがいる場合や高齢者、障がい者、精神疾患や認

知症等がある場合には、関係機関（出雲児童相談所、

医療機関等）と連携して対応します。 

 

・児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待の通報 

・各相談窓口と連携し、被害者保護や施設入所等に

向けた対応 

・相談者が外国人や障がい者である場合、通訳や手

話通訳等の確保 

(3) 相談担当者の

資質向上 

①研修等の実施・参加 

相談・窓口業務に従事する職員を対象とした専門研

修及び実務研修を実施します。また、相談担当者を他

団体主催の研修等に派遣するとともに、専門相談を活

用し、相談担当者の資質の向上を図ります。 

市民活動支援課 

②相談担当者等への支援 

相談業務のスキルアップや代理受傷予防の観点か

ら、臨床心理士のアドバイスを受けるなど、通訳者等

を含む相談担当者への支援の充実を図ります。 
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基本目標Ⅲ ＤＶ被害者の自立支援 

 

被害者が自立し、安心して生活するためには、就業の促進や住宅の確保のほか、さまざまな支

援制度を活用する必要があります。被害者の負担を軽減するため、複数課にまたがる支援制度の

情報提供や手続きについて、女性相談窓口で調整し、各担当窓口において、被害者の心情に配慮

した適切な対応に努めます。 

また、支援の実施にあたっては、市だけでなく、県の支援施策も活用しながら、被害者の状況

に応じて柔軟かつ機動的な対応が行われるよう努めます。 

被害者の安全・安心を確保するため、加害者に対し被害者の情報が漏れないよう、関係窓口に

おいて的確な情報管理を行います。住民登録ができない被害者及び家族に対しても、できる限り

必要なサービスが受けられるよう配慮します。 

 

施策の方向 具体的な取組 所 管 

(1) 自立支援の

対応の充実 

①被害者の立場に立った自立支援 

住所の変更、生活保護や児童扶養手当、母子寡婦福祉

資金等の生活資金や健康保険の取扱い、就学支援金制

度、各種証明書交付等の各種手続きについては、各担

当課が関係窓口と連携をとりながら、より迅速な対応

を行います。 

市民税課 

資産税課 

収納課 

福祉推進課 

高齢者福祉課 

健康増進課 

市民課 

保険年金課 

子ども政策課 

教育政策課 

他窓口各課 

(行政センターを含む) 

②就業の支援 

個々の状況に配慮し、ハローワーク出雲や母子・父子

自立支援員を通した巡回相談など、関係機関と連携し

就業支援を行います。 

子ども政策課 

産業政策課 

③住宅の支援 

保護命令を受けた、あるいは一時保護後の被害者か

ら住居照会があった場合、市営住宅の入居について、

優先的に取り扱います。 

緊急を要する場合の一時避難先として、市営住宅の

目的外使用許可も行います。 

建築住宅課 
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④被害者が同伴する子どもに関する対応 

同伴する子どもに対し、心身のケア、安全確保、守秘

義務の確保に努めるとともに、幼稚園、保育所（認定

こども園）、学校などと連携し、転園･就学・転校、子

どもの引渡し等にも配慮した対応を行います。 

市民活動支援課 

福祉推進課 

健康増進課 

子ども政策課 

保育幼稚園課 

学校教育課 

児童生徒支援課 
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基本目標Ⅳ 推進体制の整備 

 

ＤＶ対策に係る具体的な取組を推進するためには、市役所における推進体制の確立を図る一方

で、関係機関や支援団体との連携体制も重要です。 

まず、市において全庁的に推進を図るため、相談体制の整備や関係課間の連携に努めます。 

特に、市の関係課により構成された「出雲市ＤＶ対策庁内連絡会」を開催し、ＤＶ防止及び  

ＤＶ被害者の支援に必要な情報交換や連絡調整を行います。被害者が各窓口を訪れた際に二次被

害が生じないように作成した「相談マニュアル」の更新や関係職員研修を行い、被害者の心情に

配慮した対応に努めます。また、県主催の「出雲圏域女性に対する暴力対策関係機関連絡会16」構

成機関との連携を図ります。 

なお、専門研修として市内におけるＤＶ対策関係機関の実務担当者を対象とする「ＤＶ関係支

援者研修会」を開催し、各担当者の資質向上と連携を図ります。 

ＤＶ対策の苦情相談については、適切かつ迅速な処理を行い、業務の改善に努めます。 

さらに、市民や市民団体等と連携し、市全体でのＤＶ防止意識向上に向けて取り組みます。 

 

施策の方向 具体的な取組 所 管 

(1) 市における体

制の整備 

①全庁的な取組の推進 

全庁的な取組を推進するため、市内部に設置した「出

雲市男女共同参画推進本部17」において、施策検討や必

要に応じた施策内容の見直しを行います。 

市民活動支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 出雲圏域女性に関する暴力対策関係機関連絡会…県（県女性相談センター、出雲児童相談所）が事務

局を担当し、出雲圏域（市内）にある国の機関（法務局、公共職業安定所）、県の機関（出雲保健所、

出雲警察署等）、市の機関（市役所、福祉事務所、教育委員会等）、医療機関（出雲医師会、島根大学医

学部附属病院、県立中央病院等）、各種団体（市社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会等）で構成

しています。年１回の定例会などを開催し、情報提供活動を行っています。 

17 出雲市男女共同参画推進本部…男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の円滑かつ効果的な推進

を図るために、平成１７年１２月に市役所内に設置した組織。市長を本部長とし、副市長、教育長、部

長、各行政センター長等で構成しています。 
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 ②ＤＶ対策庁内連絡会の実施 

庁内のＤＶ対策関係課により構成されたＤＶ対策庁

内連絡会において、相互に連携したＤＶ防止及びＤＶ

被害者の支援について検討を行います。 

また、関係各課の適切かつ迅速な連携により、被害者

の早期発見、早期支援につなげます。 

・相談マニュアルの逐次見直し 

・ＤＶ対策庁内連絡会構成課のＤＶ対策担当者によ

る実務担当者会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民活動支援課 

③市職員研修の実施 

全職員がＤＶ防止の推進役となるため、男女共同参画

職場推進員研修等を活用し、ＤＶに対する共通認識を

図ります。 

市民活動支援課 

人事課 

④苦情処理の対応 

市が行うＤＶ対策に関する市民からの苦情に対し、適

切かつ迅速な処理を行うとともに、業務の改善に努め

ます。 

市民活動支援課 

(2) 関係機関との

連携の推進 

①県主催の連絡会構成機関との連携 

県主催の関係機関連絡会（「出雲圏域女性に関する暴

力対策関係機関連絡会」）との連携を図り、総合的な支

援体制の確立をめざします。 

市民活動支援課 

福祉推進課 

子ども政策課 

児童生徒支援課 

総合医療センター 

②ＤＶ関係支援者研修会の開催 

市内のＤＶ対策関係機関に呼びかけ、実務者を対象に

した専門研修等を開催し、相談担当者の資質向上とと

もに、各関係機関との連携を図ります。 

市民活動支援課 

(3) 支援団体等と

の連携の推進 

①市、関係機関、支援団体等との連携推進 

市民や支援団体等と行政が連携し、予防や早期発見、

通報、見守りといった総合的な支援体制を推進します。 

市民活動支援課 

  

【構成課】 
政策企画課文化国際室、人権同和政策課、市民税課、資産税課、  

収納課、福祉推進課、高齢者福祉課、健康増進課、市民課、保険年

金課、子ども政策課、保育幼稚園課、市民活動支援課、産業政策課、

建築住宅課、教育政策課、学校教育課、児童生徒支援課、消防本部

消防総務課、総合医療センター病院総務課（地域連携課）、平田行

政センター市民サービス課、佐田行政センター市民サービス課、 

多伎行政センター市民サービス課、湖陵行政センター市民サービス

課、大社行政センター市民サービス課、斐川行政センター市民サー

ビス課 
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ＤＶ対策基本計画の相談支援体制 

ＤＶ 
被害者 

出雲市男女共同参画 

センター 
 

＊DV防止・予防に係る 

「普及啓発」 

県女性相談センター 

・児童相談所 
（配偶者暴力相談支援 

    センター） 

市 民 

市関係機関 

・ 市要保護児童対策

地域協議会 

・ 市生活困窮者支援

制度庁内連絡会議 

・ 市自死対策庁内連

絡会 など 

医療機関 支援団体 

・ 女性に対する暴

力対策関係機関

連絡会 など 

民間団体等 

地 域 

支援の輪 

 被害者の自立 
ＤＶの防止 

相互連携による 
自 立 支 援 

 

DVワンストップ窓口 

＊ 市ＤＶ対策庁内連絡会
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○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（平成十三年法律第三十一号） 

最終改正：令和元年法律第四十六号 

 

 第一章 総則（第一条・第二条） 

 第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三 

 第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 

 第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

 第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

 第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

 第五章の二 補則（第二十八条の二） 

 第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向

けた取組が行われている。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の

救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経

済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げ

となっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害

者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めてい

る国際社会における取組にも沿うものである。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

   第一章 総則 

（定義） 

第一条  この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻

撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼ

す言動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者から

の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該

配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２  この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３  この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、

「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様

の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、

その適切な保護を図る責務を有する。 

   第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二  内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において

「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針

（以下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めなければならない。 
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２  基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本

計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議

しなければならない。 

４  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三  都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定めなけ

ればならない。 

２  都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３  市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町

村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条

において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４  都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

５  主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言

その他の援助を行うよう努めなければならない。 

   第二章 配偶者暴力相談支援センター等  

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条  都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴

力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２  市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての

機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３  配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行う

ものとする。 

一  被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介す

ること。 

二  被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三  被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第

五条、第八条の三及び第九条において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四  被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等

について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五  第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行

うこと。 

六  被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助

を行うこと。 

４  前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して

行うものとする。 

５  配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 
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（婦人相談員による相談等） 

第四条  婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条  都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

   第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条  配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章において

同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努

めなければならない。 

２  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかっ

たと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することができ

る。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３  刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の

規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかっ

たと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その有

する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条  配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者

に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言を行

うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条  警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律

第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、

暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二  警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、

方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶

者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるとき

は、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自

ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うも

のとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三  社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事

務所」という。）は、生活保護法 （昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法 （昭和二十二年法律第百

六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところ

により、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条  配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村の

関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連

携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二  前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けた

ときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 
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   第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条  被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加

える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同

じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する

暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同

じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対

する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された

場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）によ

り、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その

生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者

であった者。以下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各号に

掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当

該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一  命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居

を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住

居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二  命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去すること及

び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２  前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害

者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効

力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、被害者

に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるものとする。 

一  面会を要求すること。 

二  その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三  著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四  電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置

を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五  緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用い

て送信し、又は電子メールを送信すること。 

六  汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態

に置くこと。 

七  その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八  その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文

書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３  第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条

第一項第三号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑

うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居している子に関して配偶者と

面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命

令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から

起算して六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以

下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住

居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。た

だし、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 
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４  第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を

有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条

第一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていること

その他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止

するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被

害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の

効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該

親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場

所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付

近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。 

５  前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該

親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に限

り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条  前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は

住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２  前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができ

る。 

一  申立人の住所又は居所の所在地 

二  当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条  第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げ

る事項を記載した書面でしなければならない。 

一  配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

二  配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受け

る身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての

時における事情 

三  第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申

立ての時における事情 

四  第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面

会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時

における事情 

五  配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助

若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２  前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申

立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法 （明治

四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条  裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条  保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを発するこ

とができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することができない事情があ

るときは、この限りでない。 
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２  申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴

力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及

びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶

者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３  裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申

立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求

めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条  保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで

決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２  保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡

しによって、その効力を生ずる。 

３  保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄す

る警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４  保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若し

くは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事

項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称

が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二

以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配

偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５  保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条  保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２  前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３  即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることにつき疎明

があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護

命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ず

ることができる。 

４  前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項か

ら第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければ

ならない。 

５  前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６  抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二項から第四項までの

規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７  前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の規定によりその効力

の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその

内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８  前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用

する。  

（保護命令の取消し） 

第十七条  保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命

令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっては

同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後において、同条第一項第二号の規定に

よる命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受

けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、同様と

する。 

２  前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を

取り消す場合について準用する。 
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３  第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条  第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由となった

身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てが

あったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようとする被害者がその責めに

帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに

当該住居からの転居を完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると

認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発することにより当該

配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことができる。 

２  前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次

に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、

同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文

の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に

掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条  保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、

その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、

相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又

は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条  法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を

行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務

官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせること

ができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条  この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない

限り、民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条  この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定め

る。 

   第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条  配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務

関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、

被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な

配慮をしなければならない。 

２  国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深め

るために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発

に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生の

ための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保

護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 
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（民間の団体に対する援助） 

第二十六条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の

団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条  都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

一  第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用

を除く。） 

二  第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定

める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

三  第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四  第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う

場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２  市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければならな

い。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条  国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項

第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するものとする。 

２  国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができる。 

一  都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二  市が前条第二項の規定により支弁した費用 

   第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二  第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における

共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にある

相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者

が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含

む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」

とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する関係

にある相手からの暴力を受けた者をい

う。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者

であった者 

同条に規定する関係にある相手又は同条

に規定する関係にある相手であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十一条第二

項第二号、第十二条第一項第一号から第四号

まで及び第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係にある相

手 

第十条第一項 離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消さ

れた場合 

第二十八条の二に規定する関係を解消し

た場合 

   第六章 罰則 

第二十九条  保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規定によるものを含

む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 
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第三十条  第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の

二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用する第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保

護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

   附 則 抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者

暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条  平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談

し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十

二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相

談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条  この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検

討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

   附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する

事件については、なお従前の例による。 

２  旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な

攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による命令

の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の

適用については、同項中「二月」とあるのは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条  新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加え

られ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例によ

る。 

   附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 
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   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一  略 

二  第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成

二十六年十月一日 

   附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号）抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一  附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条  前二条に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条  政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報の対象となる同条第一項に規定する配偶者からの暴力の形

態並びに同法第十条第一項から第四項までの規定による命令の申立てをすることができる同条第一項に規定す

る被害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２  政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者からの暴力に係る加害者の地域社会における更生のための指導

及び支援の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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○出雲市男女共同参画のまちづくり条例 

（平成17年出雲市条例第408号） 

改正 平成18年3月17日条例第40号 平成22年3月24日条例第13号 

平成27年3月25日条例第26号  
 

 

第1章 総則(第1条－第7条) 

第2章 阻害行為の制限(第8条・第9条) 

第3章 基本的施策(第10条－第20条) 

第4章 推進体制(第21条－第24条) 

第5章 雑則(第25条) 

 

 我が国においては、日本国憲法において、法の下の平等を基本とする個人の尊厳と男女平等を旨とする基本的

人権の尊重がうたわれ、男女共同参画社会の実現に向けた様々な試みが、国際社会の取組みとも連動しつつ、急

速に進められてきた。 

 出雲市においても、こうした国際社会や国の動きとともに、男女共同参画の取組みを積極的に進めてきたが、

家事、育児及び介護における女性の負担は依然大きく、性別によって役割を固定化する意識が存在し、女性の社

会参画も十分には進んでいない状況にある。 

 また、社会問題として対応が急がれている男女間の暴力等についても、市内の相談件数は増加傾向にあり、そ

の他関連する多くの課題が残されたままである。 

 さらに、家族形態の多様化や少子高齢化の進展など、地域社会を取巻く環境が急速に変化している状況のなか

で、真に心豊かで活力あるふるさと出雲を創っていくためには、男女がお互いにその人権を尊重し、責任を分か

ち合い、性別に関わりなく、それぞれの個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現が従来以上に強

く求められるところである。 

 よって、出雲市は、男女共同参画のまちづくりを21世紀出雲の創造における基本的な課題と位置付け、全市民

が一体となった総合的な男女共同参画のまちづくりを目指し、ここに「出雲市男女共同参画のまちづくり条例」

を制定する。 

第1章 総則 

(目的) 

第1条 この条例は、出雲市における男女共同参画のまちづくりに関し、基本理念を定め、市、市民、事業者及び

教育関係者の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画を

総合的かつ計画的に推進し、真に心豊かで活力のある出雲市を創造していくことを目的とする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって家庭、地域、職場、学校その他

の市民生活のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女がそれぞれの適性に応

じ、平等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことを

いう。 

(2) 事業者 市内において、公的機関、民間を問わず、又は営利、非営利を問わず事業を営む者をいう。 

(3) 積極的改善措置 市民生活のあらゆる分野における活動に参画する機会についての男女間の格差を改善す

るため、必要な範囲内において、男女のいずれが一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

(4) セクシュアル・ハラスメント 市民生活のあらゆる場において他の者を不快にさせる性的な言動をいう。 
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(5) ドメスティック・バイオレンス 配偶者(婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

るものを含む。)に身体的又は精神的な苦痛を与える暴力その他心身に有害な影響を及ばすものをいう。 

(基本理念) 

第3条 男女共同参画のまちづくりは、次に掲げる基本理念に基づき推進されるものとする。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられ、個人としての能力を発揮する機会が適正に確保されるなど男女の

人権がそれぞれ尊重されること。 

(2) 男女が、性別による固定的な役割分担の意識を強制されることなく、それぞれ個人として多様な生き方を

選択することができるように配慮すること。 

(3) 男女が、社会の対等な構成員として、市における政策、事業者における方針など様々な分野での企画、立

案及び決定に、それぞれ能力・適性に応じて参画する機会が確保されること。 

(4) 男女が、家族及び社会における責任を共に担うことによって、家庭、地域、職場、教育現場その他のあら

ゆる場における活動に、対等・平等な立場で参画し、責任を分かち合うこと。 

(5) 妊娠・出産などに関して男女が互いに理解を深め、性と生殖に関する健康と権利が尊重されること。 

(6) 男女間のあらゆる形態の暴力が根絶されること。 

(7) 男女共同参画の推進が、国際社会の取組みと密接に関係していることを考慮し、国際協調のもとに行われ

ること。 

(市の責務) 

第4条 市は、男女共同参画の推進をまちづくりの基本政策と位置づけ、前条に定める基本理念に則り、男女共同

参画の推進に関する施策を総合的に策定し、実施するものとする。 

2 市は、男女共同参画のまちづくりを総合的かつ計画的に推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努め

るものとする。 

3 市は、市民生活のあらゆる分野における活動について、男女共同参画のまちづくりを推進するため、積極的改

善措置を講ずるよう努めるものとする。 

(市民の責務) 

第5条 市民は、基本理念に則り、家庭、地域、職場、学校その他の市民生活のあらゆる分野において、男女共同

参画によるまちづくりを積極的に推進するよう努めるものとする。 

(事業者の責務) 

第6条 事業者は、基本理念に則り、事業活動を行うにあたって、男女共同参画によるまちづくりに関する施策に

積極的に協力するとともに、働く男女が仕事と家庭生活を両立させることができるよう職場環境の整備等に努

めるものとする。 

(教育関係者の責務) 

第7条 学校教育等あらゆる教育関係者は、基本理念に則り、それぞれの教育の場において、男女共同参画のまち

づくりの推進に積極的に配慮するよう努めるものとする。 

第2章 阻害行為の制限 

(性別による権利侵害の禁止) 

第8条 何人も、男女共同参画によるまちづくりの推進を阻害する次に掲げる行為を行ってはならない。 

(1) 市民生活のあらゆる分野における性別による差別的取扱い 

(2) 市民生活のあらゆる分野におけるセクシュアル・ハラスメント、ドメスティック・バイオレンスその他性

別による人権侵害 
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(情報に関する配慮) 

第9条 何人も、公衆に情報を提供するにあたっては、性別による固定的な役割分担若しくは性的な暴力等を連想

させ、又は助長させる表現その他人権を侵害する性的な表現を行わないよう努めなければならない。 

第3章 基本的施策 

(行動計画の策定) 

第10条 市長は、男女共同参画のまちづくりの実現のため、総合的かつ具体的な施策を取りまとめ、その施策を

計画的に実施するための行動計画(以下「行動計画」という。)を策定するものとする。 

2 市長は、行動計画の策定にあたっては、市民、事業者及び教育関係者(以下「市民等」という。)の意見が反映

されるよう努めるものとする。 

3 市長は、行動計画を策定したときは、議会に報告するとともに、広く市民等に周知し、理解と協力を促すもの

とする。 

(実施状況の年次報告) 

第11条 市長は、毎年、施策の実施状況等を議会に報告するとともに、広く市民等に周知するものとする。 

(啓発活動等) 

第12条 市は、基本理念に基づき、家庭、地域、職場、教育現場その他のあらゆる場における制度や慣習の見直

しの働きかけをはじめとする啓発活動を行うものとする。 

(家庭への支援) 

第13条 市は、基本理念に基づき、家族を構成する男女が相互の協力と社会の支援のもとに、子育て、介護等の

家庭生活及び就業その他の市民生活における活動に、対等に参画できるよう必要な支援を行うものとする。 

(地域への支援) 

第14条 市は、基本理念に基づき、地域の社会通念や慣習等の見直しに係る意識啓発に対する支援その他の必要

な支援を行うものとする。 

(職場への支援) 

第15条 市は、基本理念に基づき、男女の仕事と家庭生活の両立など職場における積極的な活動を促進するため

に、各種情報の提供など必要な支援を行うものとする。 

(教育現場への支援) 

第16条 市は、基本理念に基づき、学校教育等あらゆる教育の場における人権意識の向上と男女共同参画の取組

みに必要な支援を行うものとする。 

(暴力等の防止及び被害者等への支援) 

第17条 市は、配偶者等からのドメスティック・バイオレンス及びセクシュアル・ハラスメントを防止する施策

を講じるとともに、これらの被害を受けた者等に対し、必要な支援に努めるものとする。 

(相談への対応) 

第18条 市は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画によるまちづくりの推進を阻害する行為につい

て、市民等から相談があった場合は、関係機関との連携のもとに適切な措置を講じるよう努めるものとする。 

(拠点施設等の充実) 

第19条 市は、男女共同参画のまちづくりを推進するための啓発、研修、相談等あらゆる活動の拠点となる施設

や関連施設の充実に努めるものとする。 

(苦情の処理等) 

第20条 市長は、市が実施する施策に関する男女共同参画についての市民及び事業者からの苦情の申出に対し、

適切に処理するよう努めるものとする。 
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第4章 推進体制 

(推進委員) 

第21条 市長は、男女共同参画のまちづくりを推進するため、出雲市男女共同参画推進委員(以下「推進委員」と

いう。)を置く。 

2 推進委員は、男女共同参画のまちづくりに関し、意見・苦情等の情報収集及び啓発活動を行うとともに、その

活動に関し、市長に意見を述べるものとする。 

3 推進委員は、10人以内とし、市長が委嘱する。 

4 推進委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

5 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

6 男女いずれか一方の推進委員数は、委員総数の10分の4未満であってはならない。 

(推進委員会) 

第22条 市長は、前条の推進委員を構成員とする出雲市男女共同参画推進委員会(以下「推進委員会」という。)

を設置する。 

2 推進委員会は、行動計画に関する事項その他男女共同参画のまちづくりに関し、市長の諮問に応じ、調査及び

審議し、市長に答申するものとする。 

3 会長は、委員の互選によって定め、会務を総理し、推進委員会を代表する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代理する。 

(会議) 

第23条 推進委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 推進委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 推進委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

4 推進委員会は、必要に応じ部会を置くことができる。 

5 推進委員会は、必要に応じ委員以外の者を会議に出席させ、会議に参画させることができる。 

(庶務) 

第24条 推進委員会の庶務は、市民文化部市民活動支援課において処理する。 

第5章 雑則 

(委任) 

第25条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成18年3月17日条例第40号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成18年4月1日から施行する。 

附 則(平成22年3月24日条例第13号) 

この条例は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年3月25日条例第26号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成27年4月1日から施行する。 
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○出雲市DV対策庁内連絡会設置規程 

(平成22年出雲市訓令第8号)

改正 平成23年5月31日訓令第12号 平成23年10月1日訓令第28号 

平成25年3月31日訓令第8号 平成26年3月28日訓令第3号 

平成27年3月31日訓令第6号 平成27年9月30日訓令第12号 

平成28年3月30日訓令第5号 平成29年6月20日訓令第8号 

平成31年3月29日訓令第9号  
 

(設置) 

第1条 配偶者等からの暴力(以下「DV」という。)に関する問題について、市の関係各課等が共通認識を持ち、相

互に連携し、DVの防止及びDVによる被害者の支援について検討するため、出雲市DV対策庁内連絡会(以下「庁

内連絡会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第2条 庁内連絡会は、DVの防止及びDVによる被害者の支援に関して、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 庁内における情報交換、連絡調整等に関すること。 

(2) 相談マニュアルの整備に関すること。 

(3) その他座長が必要と認める事項 

(組織) 

第3条 庁内連絡会は、座長及び委員をもって組織する。 

2 座長は、市民文化部長をもって充てる。ただし、市民文化部長に事故あるとき又は欠けたときは、市民文化部

市民活動支援課長をもって充てる。 

3 委員は、別表に掲げる者をもって充てる。 

(会議) 

第4条 庁内連絡会は、座長が招集する。 

2 座長は、庁内連絡会を総括し、会議の議長となる。 

3 座長は、必要に応じ委員以外の職員に会議への出席を求めることができる。 

4 座長は、第2条の所掌事務を遂行するために、必要に応じ委員の所属する課の実務担当者による会議を開くこ

とができる。 

(事務局) 

第5条 庁内連絡会の事務局は、市民文化部市民活動支援課に置く。 

(その他) 

第6条 この規程に定めるもののほか、庁内連絡会の運営に関し必要な事項は、座長が別に定める。 

附 則 

この規程は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成23年5月31日訓令第12号) 

この規程は、平成23年6月1日から施行する。 

附 則(平成23年10月1日訓令第28号) 

この規程は、平成23年10月1日から施行する。 

附 則(平成25年3月31日訓令第8号) 

この規程は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成26年3月28日訓令第3号) 

この規程は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年3月31日訓令第6号) 

この規程は、平成27年4月1日から施行する。 
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附 則(平成27年9月30日訓令第12号) 

この規程は、平成27年10月1日から施行する。 

附 則(平成28年3月30日訓令第5号) 

この規程は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(平成29年6月20日訓令第8号) 

この規程は、平成29年7月1日から施行する。 

附 則(平成31年3月29日訓令第9号) 

この規程は、平成31年4月1日から施行する。 

別表(第3条関係) 

委員 

政策企画課長 

人権同和政策課長 

市民税課長 

資産税課長 

収納課長 

福祉推進課長 

子ども政策課長 

保育幼稚園課長 

高齢者福祉課長 

健康増進課長 

市民課長 

保険年金課長 

市民活動支援課長 

産業政策課長 

建築住宅課長 

教育政策課長 

学校教育課長 

児童生徒支援課長 

消防本部消防総務課長 

総合医療センター病院総務課長 

平田行政センター市民サービス課長 

佐田行政センター市民サービス課長 

多伎行政センター市民サービス課長 

湖陵行政センター市民サービス課長 

大社行政センター市民サービス課長 

斐川行政センター市民サービス課長 

 


